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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第36期

中間会計期間
第37期

中間会計期間
第36期

会計期間
自　2025年４月１日
至　2025年９月30日

自　2026年４月１日
至　2026年９月30日

自　2025年４月１日
至　2026年３月31日

売上高 （百万円） 6,725 6,779 13,517

経常利益 （百万円） 1,029 541 1,821

中間（当期）純利益 （百万円） 725 376 1,293

持分法を適用した場合の投資利

益
（百万円） － － －

資本金 （百万円） 630 630 630

発行済株式総数 （千株） 32,000 32,000 32,000

純資産額 （百万円） 12,873 13,106 13,108

総資産額 （百万円） 14,547 14,871 14,515

１株当たり中間（当期）純利益

金額
（円） 27.72 14.50 49.65

潜在株式調整後１株当たり中間

（当期）純利益金額
（円） － － －

１株当たり配当額 （円） 12.50 13.00 25.00

自己資本比率 （％） 88.5 88.1 90.3

営業活動によるキャッシュ・フ

ロー
（百万円） 909 1,416 1,914

投資活動によるキャッシュ・フ

ロー
（百万円） △1,023 △946 △2,239

財務活動によるキャッシュ・フ

ロー
（百万円） △1,037 △323 △1,361

現金及び現金同等物の中間期末

（期末）残高
（百万円） 3,009 2,621 2,474

（注）１．持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社がないため記載しておりません。

２．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。

 

２【事業の内容】

　当中間会計期間において、当社が営む事業の内容に重要な変更はありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当中間会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。また、前事業年度の有価証券報告書に記

載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当中間会計期間の末日現在において当社が判断したものです。

　また、セグメントの業績につきましては、当社はISP事業の単一セグメントであるため、記載を省略しておりま

す。

 

(1）財政状態及び経営成績の状況

　当中間会計期間（2026年４月１日から2026年９月30日まで）におけるわが国の経済状況は、雇用や所得環境の改

善、企業収益の持ち直しなどを背景に、緩やかな回復基調で推移いたしました。一方で、物価上昇や労働コストの

増加、不安定な国際情勢に伴うエネルギー価格の変動、通商政策を含む海外動向等により、景気の先行きについて

は引き続き不透明な状況が継続しております。

　当社が事業を展開する情報通信業界及び教育分野におきましては、オンライン化の定着やAI技術の普及による

データトラフィックの増加、大学等の教育機関における教育DXや学習環境の高度化など、安定的かつ高品質な通信

インフラへの投資需要は一層高まっております。このような状況下において、当社は社会的な基盤であるインター

ネット接続事業者として安定した高品質な通信環境とお客様に満足いただけるサービスの提供を維持し続けるため

の行動に努めております。

 

業界の動向

　ISP（インターネット・サービス・プロバイダ）業界においては、2026年６月末のFTTH（光ファイバー）の利用

者数は前年同期比55万契約増（1.3％増）の4,167万契約となり増加しております。また、FTTH契約数のうちNTT東

西の卸電気通信役務（サービス卸）を利用して提供される契約数は1,750万契約となっており、FTTH全体契約数に

占める割合は前年同期比0.1ポイント増の42.0％となりました。

　MVNOサービスの利用者は、前年同期比351万契約増（8.9％増）の4,291万契約となりました。そのうち高速モバ

イル通信やIoT（Internet of Things）及びM2M（Machine to Machine）に利用されるSIMカード型の契約者数は前

年同期比141万契約増（8.1％増）の1,875万契約となりました。eSIMを含む通信モジュールの契約者数は前年同期

比346万契約増（25.3％増）の1,714万契約となりました。なお、総務省から開示されたMVNOサービスの契約数は集

計基準の変更により一部非連続となっております。

　１契約あたりのダウンロードトラフィックは、総務省が2026年８月に公開した2026年５月の集計結果では、固定

系ブロードバンド契約者１契約当たりのダウンロードトラフィックが前年同月比129.6kbps増（14.7％増）の

1,012.3kbps、１日あたりのダウンロードトラフィックは約10.4GBとなりました。インターネットトラフィックの

ピーク時間帯が19時から21時に集中する傾向に変化はありません。平日と比較して休日は朝から昼にかけてトラ

フィックの伸びが大きい傾向にあり、オンラインゲームや動画配信サービスなどがトラフィックの伸びを牽引して

いると捉えております。

　トラフィック増加に起因する通信速度及び通信品質の低下はISP業界に留まらず通信業界全体での課題となって

います。デジタル社会の基盤となる通信インフラの重要性が高まっており、安定したインターネット通信環境が求

められています。

 

インターネット接続サービスの状況

2027年３月期 中間期 インターネット接続サービス 売上高　　　　　　　　　　　　　　　　 （単位：百万円）

 
2026年３月期

中間期

2027年３月期

中間期
増減額 増減率

ISP「ASAHIネット」 4,872 4,881 8 0.2％

VNE「v6 コネクト」 1,184 1,260 75 6.4％

合計 6,057 6,142 84 1.4％

 

　当中間会計期間のインターネット接続サービスの売上高は前年同期比84百万円増（1.4％増）の6,142百万円とな

りました。
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（ISP「ASAHIネット」）

「ASAHIネット」インターネット接続契約数　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （単位：千ID）

 2025年９月末 2026年９月末 増減数 増減率

FTTH（光接続） 503 519 16 3.2％

モバイル 46 48 1 2.7％

 

　ISP「ASAHIネット」においては、FTTH接続サービスの2026年９月末の契約数は前年同期末比16千ID増（3.2％

増）の519千IDとなりました。FTTH接続サービスにおいてはNTT東西と協業して販売する「マンション全戸加入プラ

ン」は、入居時よりインターネットが完備されている物件需要の拡大を背景に大きく伸長いたしました。また、プ

ロバイダのみを提供するアンバンドルや、最大通信速度が概ね10Gbpsの「フレッツ 光クロス」、25Gbps等の超高

速通信ラインナップの拡充を進めております。Webチャネル及びNTTチャネルでのプロモーション強化により申込件

数は前年対比で増加したものの、入会時のキャッシュバックや月額割引等の影響により売上貢献は今期後半から来

期を見込んでおります。また、市場全体での乗り換え需要の高まりと獲得強化に伴い、一部で短期解約等による退

会率の上昇が見受けられました。

　モバイル接続サービスの2026年９月末の契約数は前年同期比１千ID増（2.7％増）の48千IDとなりました。

　以上の結果、当中間会計期間の「ASAHIネット」の売上高は前年同期比８百万円増（0.2％増）の4,881百万円と

なりました。

　なお、第三者機関の調査「RBB TODAY ブロードバンドアワード2025」においてプロバイダ部門（総合）の部で12

年連続最優秀を受賞したほか、「同アワード2025法人版」におきましても大企業部門「継続意向の部」で最優秀賞

を受賞いたしました。当社は今後も通信品質の維持・向上とサポート体制の充実に注力してまいります。

 

（VNE「v6 コネクト」）

「v6 コネクト」提携事業者数　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （単位：社）

 2025年９月末 2026年９月末 増減数 増減率

提携事業者数 10 10 － －％

 

　VNE「v6 コネクト」の2026年９月末の提携事業者数は10社となりました。１社減少したものの、新たに１社追加

となり提携事業者数は前年同期比横ばいの10社となりました。当中間会計期間の「v6 コネクト」の売上高は前年

同期比75百万円増（6.4％増）の1,260百万円となりました。

　「v6 コネクト」はVNO事業者（電気通信事業者）に対してNTT東西が提供するフレッツ光を使ったIPoE方式によ

るIPv6インターネット接続を卸提供するサービスです。当社は主として基本料及びVNO事業者が利用したトラ

フィックに応じた従量課金を売上として計上します。売上高の増収要因は主に２点から構成されます。１点目は提

携事業者が取り扱うフレッツ光の回線数増加です。２点目は１回線あたりのトラフィック増加です。

　当中間会計期間においては、提携事業者が取り扱うフレッツ光の回線数増加に加え、サッカーワールドカップ等

のスポーツイベントのインターネット配信やオンラインゲームの大容量化に伴う１回線あたりの通信トラフィック

量の増加が堅調に推移し、増収を牽引いたしました。

 

インターネット関連サービスの状況

2027年３月期 中間期 インターネット関連サービス 売上高　　　　　　　　　　　　　　　　 （単位：百万円）

 
2026年３月期

中間期

2027年３月期

中間期
増減額 増減率

「manaba」 290 266 △24 △8.5％

「その他」 377 370 △6 △1.8％

合計 668 636 △31 △4.7％

 

　当中間会計期間のインターネット関連サービスの売上高は前年同期比31百万円減（4.7％減）の636百万円となり

ました。
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（教育支援サービス「manaba」）

「manaba」契約ID数と全学導入校数　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千ID）

 2025年９月末 2026年９月末 増減数 増減率

契約ID数 759 758 △1 △0.2％

全学導入校数 85校 79校 △6校 △7.1％

（注）全学導入校数の集計対象は大学と短期大学です。専門学校や高等学校及び高等専門学校は集計対象に含めておりません。

 

　教育支援サービス「manaba（マナバ）」の2026年９月末の契約ID数は前年同期末比１千ID減（0.2％減）の758千

IDとなりました。全学導入校数は７校減少、１校増加し、前年同期末比６校減（7.1％減）の79校となりました。

当中間会計期間の「manaba」の売上高は前期末における一部大学の解約影響等により、前年同期比24百万円減

（8.5％減）の266百万円となりました。

　大学教育を取り巻く環境は、少子化に伴う統廃合や定員割れなど厳しい局面が続いております。当社では他社

LMSとの機能差異を解消する50項目以上の大規模な機能拡充を2026年９月に完了し、市場適合性を確保いたしまし

た。また、2027年４月以降の契約更新に向けた料金体系改定の提案活動を進めております。

　さらに、筑波大学との共同研究を通じ、学修行動ログデータを活用して学生のリスクや成長の兆候を検知するAI

モデルを検証・確立いたしました。拡大する教育DX市場において、学生支援と大学経営のガバナンスを支える新

サービスの事業化を進めております。日本の高等教育全体の質的向上に寄与するとともに、既存顧客基盤を活かし

た高付加価値事業として当社の収益最大化を図ってまいります。

 

（その他）

　「その他」はメールサービスやセキュリティサービス、その他関連サービスの売上高となります。当中間会計期

間の「その他」の売上高は前年同期比６百万円減（1.8％減）の370百万円となりました。

 

収益の状況

2027年３月期 中間期の業績　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （単位：百万円）

 
2026年３月期

中間期

2027年３月期

中間期
増減額 増減率

売上高 6,725 6,779 53 0.8％

営業利益 1,017 527 △490 △48.2％

経常利益 1,029 541 △488 △47.4％

中間純利益 725 376 △349 △48.1％

 

　売上高は、VNE「v6 コネクト」におけるトラフィック増及びISP「ASAHIネット」におけるアンバンドルやマン

ション全戸加入プラン等の会員数増加が進んだものの、新規獲得施策に伴う先行割引影響や「manaba」の減収等に

より、前年同期比53百万円増（0.8％増）の6,779百万円となり、増収となりました。

　売上原価は、FTTH接続サービスの契約数増加により回線仕入費用が増加したことに加え、WiMAXの新通信方式

（SA方式）への移行に伴うルーター機器調達・交換費用の一部負担が発生いたしました。また、前事業年度にリ

リースした基幹システムの稼働に伴う減価償却費及びシステム運用後の継続的な開発等に関する業務委託費が増加

したほか、保守料や賃金改定・物価上昇の影響が原価を押し上げ増加しました。

　販売費及び一般管理費は、ISP「ASAHIネット」のインターネット接続契約会員数の増加に向けたWeb広告運用費

を中心とする広告宣伝費及び施策用ルーター調達等の販売促進費を積極的に投下したことにより、増加しました。

　以上の結果、当中間会計期間の売上高は6,779百万円（前年同期比53百万円増、0.8％増）、営業利益は527百万

円（同490百万円減、48.2％減）、経常利益は541百万円（同488百万円減、47.4％減）、中間純利益は376百万円

（同349百万円減、48.1％減）となりました。

　なお、ISP「ASAHIネット」では2027年２月より一部FTTH接続サービスにおいて月額利用料等の改定（値上げ）を

予定しており、第４四半期以降における収益性の適正化と顧客単価の向上を見込んでおります。今後もストック型

収益基盤のさらなる安定化を図ってまいります。
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財政の状況

　財政状態は、無形固定資産の増加（前事業年度末比15.5％増）などにより、当中間会計期間末の総資産は14,871

百万円（同2.5％増）となりました。

　負債は、買掛金の増加（同54.3％増）などにより、1,764百万円（同25.4％増）となりました。

　純資産は、利益剰余金の増加やその他有価証券評価差額金の減少などにより、13,106百万円（同0.0％減）とな

りました。

 

(2）キャッシュ・フローの状況

　当中間会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は前事業年度末に比べて146百万円増

加し、2,621百万円となりました。

　なお、当中間会計期間における各キャッシュ・フローの状況は以下のとおりです。

 

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動により得た資金は1,416百万円（前年同期は909百万円の獲得）となりました。これは主に、税引前中間

純利益が541百万円、減価償却費が806百万円あったものの、法人税等の支払額179百万円などがあったことによる

ものです。

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動により使用した資金は946百万円（前年同期は1,023百万円の使用）となりました。これは有価証券の償

還による収入500百万円があったものの、有形固定資産の取得による支出275百万円、無形固定資産の取得による支

出1,171百万円があったことによるものです。

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動により使用した資金は323百万円（前年同期は1,037百万円の使用）となりました。これは、配当金の支

払額323百万円があったことによるものです。

 

(3）資本の財源及び資金の流動性

　当中間会計期間において、資本の財源及び資金の流動性について重要な変更はありません。

 

(4）経営方針・経営戦略等

　当中間会計期間において、経営方針・経営戦略等に重要な変更及び新たに定めたものはありません。

 

(5）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当中間会計期間において、事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生じた課題はありませ

ん。

 

(6）研究開発活動

　該当事項はありません。

 

３【重要な契約等】

　該当事項はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 119,340,000

計 119,340,000

 

②【発行済株式】

種類
中間会計期間末
現在発行数（株）
（2026年９月30日）

提出日現在
発行数（株）

（2026年11月12日）

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 32,000,000 32,000,000
東京証券取引所

プライム市場
単元株式数　100株

計 32,000,000 32,000,000 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

　該当事項はありません。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（千株）

発行済株式
総数残高
（千株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
増減額
（百万円）

資本準備金
残高

（百万円）

2026年４月１日～

2026年９月30日
－ 32,000 － 630 － 780
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（５）【大株主の状況】

  2026年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式
（自己株式を
除く。）の総数
に対する所有
株式数の割合
（％）

株式会社朝日新聞社 東京都中央区築地5-3-2 2,217 8.54

日本マスタートラスト信託銀行株式

会社（信託口）
東京都港区赤坂1-8-1 1,988 7.66

光通信ＫＫ投資事業有限責任組合 東京都豊島区西池袋1-4-10 1,960 7.55

株式会社ＩＷＡＳＡＫＩ 東京都目黒区碑文谷6-9-21 1,690 6.51

岩崎　慎一 東京都目黒区 956 3.68

梅村　守 東京都調布市 947 3.65

杉山　裕一 千葉県市川市 938 3.61

株式会社日本カストディ銀行（信託

口）
東京都中央区晴海1-8-12 626 2.41

株式会社シマドコーポレーション 千葉県浦安市猫実3-18-3 500 1.93

朝日ネット従業員持株会 東京都中央区銀座4-12-15 418 1.61

計 － 12,242 47.15

（注）１．上記日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口）の所有株式数のうち信託業務に係る株式数は1,988

千株であります。なお、それらの内訳は、年金信託設定分９千株、投資信託設定分946千株、その他1,032千

株となっております。

２．上記株式会社日本カストディ銀行（信託口）の所有株式数のうち信託業務に係る株式数は626千株でありま

す。なお、それらの内訳は、年金信託設定分18千株、投資信託設定分588千株、その他19千株となっており

ます。

３．上記のほか当社所有の自己株式6,035千株があります。
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（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

    2026年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式（自己株式等）  － － －

議決権制限株式（その他）  － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 6,035,000 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 25,312,900 253,129 －

単元未満株式 普通株式 652,100 － －

発行済株式総数  32,000,000 － －

総株主の議決権  － 253,129 －

 

②【自己株式等】

    2026年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
（株）

他人名義
所有株式数
（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有
株式数の割合
（％）

株式会社朝日ネット
東京都中央区銀座

4-12-15
6,035,000 － 6,035,000 18.86

計 － 6,035,000 － 6,035,000 18.86

 

２【役員の状況】

　該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．中間財務諸表の作成方法について

　当社の中間財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下

「財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。

　また、当社は、金融商品取引法第24条の５第１項の表の第１号の上欄に掲げる会社に該当し、財務諸表等規則第１

編及び第３編の規定により第１種中間財務諸表を作成しております。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、中間会計期間（2026年４月１日から2026年９月30日

まで）に係る中間財務諸表について、EY新日本有限責任監査法人による期中レビューを受けております。

 

３．中間連結財務諸表について

　当社は子会社がありませんので、中間連結財務諸表を作成しておりません。
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１【中間財務諸表】

（１）【中間貸借対照表】

  （単位：百万円）

 
前事業年度

(2026年３月31日)
当中間会計期間
(2026年９月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 2,474 2,621

売掛金及び契約資産 2,159 2,238

有価証券 500 －

貯蔵品 1,285 1,266

その他 462 537

貸倒引当金 △15 △21

流動資産合計 6,866 6,642

固定資産   

有形固定資産   

機械及び装置（純額） 1,893 1,771

その他 320 390

有形固定資産合計 2,213 2,161

無形固定資産   

ソフトウエア 3,461 3,578

その他 851 1,405

無形固定資産合計 4,313 4,983

投資その他の資産 1,121 1,082

固定資産合計 7,648 8,228

資産合計 14,515 14,871

負債の部   

流動負債   

買掛金 391 603

未払金 765 736

未払法人税等 196 186

その他 53 237

流動負債合計 1,406 1,764

固定負債 0 0

負債合計 1,406 1,764

純資産の部   

株主資本   

資本金 630 630

資本剰余金 877 879

利益剰余金 14,734 14,786

自己株式 △3,401 △3,371

株主資本合計 12,840 12,925

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 267 180

評価・換算差額等合計 267 180

純資産合計 13,108 13,106

負債純資産合計 14,515 14,871
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（２）【中間損益計算書】

  （単位：百万円）

 
 前中間会計期間
(自　2025年４月１日
　至　2025年９月30日)

 当中間会計期間
(自　2026年４月１日
　至　2026年９月30日)

売上高 6,725 6,779

売上原価 4,545 4,952

売上総利益 2,180 1,826

販売費及び一般管理費 ※１ 1,162 ※１ 1,299

営業利益 1,017 527

営業外収益   

受取利息 3 3

受取配当金 8 9

その他 1 1

営業外収益合計 13 14

営業外費用   

自己株式取得費用 0 －

その他 0 －

営業外費用合計 0 －

経常利益 1,029 541

特別損失   

固定資産除却損 0 0

特別損失合計 0 0

税引前中間純利益 1,029 541

法人税等 303 165

中間純利益 725 376
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（３）【中間キャッシュ・フロー計算書】

  （単位：百万円）

 
 前中間会計期間
(自　2025年４月１日
　至　2025年９月30日)

 当中間会計期間
(自　2026年４月１日
　至　2026年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税引前中間純利益 1,029 541

減価償却費 532 806

貸倒引当金の増減額（△は減少） △1 6

受取利息及び受取配当金 △12 △13

固定資産除却損 0 0

売上債権及び契約資産の増減額（△は増加） △9 △79

棚卸資産の増減額（△は増加） 28 18

仕入債務の増減額（△は減少） △61 207

その他 △104 94

小計 1,401 1,582

利息及び配当金の受取額 12 13

法人税等の支払額 △503 △179

営業活動によるキャッシュ・フロー 909 1,416

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有価証券の償還による収入 － 500

有形固定資産の取得による支出 △216 △275

無形固定資産の取得による支出 △807 △1,171

投資活動によるキャッシュ・フロー △1,023 △946

財務活動によるキャッシュ・フロー   

自己株式の取得による支出 △701 －

配当金の支払額 △335 △323

財務活動によるキャッシュ・フロー △1,037 △323

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △1,151 146

現金及び現金同等物の期首残高 4,161 2,474

現金及び現金同等物の中間期末残高 ※１ 3,009 ※１ 2,621
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【注記事項】

（中間財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

（税金費用の計算）

　税金費用については、当中間会計期間を含む事業年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税

率を合理的に見積り、税引前中間純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

 

（中間損益計算書関係）

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、次のとおりであります。

 
　前中間会計期間
（自　2025年４月１日
　　至　2025年９月30日）

　当中間会計期間
（自　2026年４月１日
　　至　2026年９月30日）

給料及び手当 231百万円 246百万円

 

（中間キャッシュ・フロー計算書関係）

※１　現金及び現金同等物の中間期末残高と中間貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、次のとお

りであります。

 
前中間会計期間

（自　2025年４月１日
至　2025年９月30日）

当中間会計期間
（自　2026年４月１日
至　2026年９月30日）

現金及び預金 3,009百万円 2,621百万円

現金及び現金同等物 3,009百万円 2,621百万円
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（株主資本等関係）

前中間会計期間（自　2025年４月１日　至　2025年９月30日）

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2025年６月25日

定時株主総会
普通株式 335 12.5 2025年３月31日 2025年６月26日 利益剰余金

 

２．基準日が当中間会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間会計期間の末日後となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2025年11月７日

取締役会
普通株式 323 12.5 2025年９月30日 2025年12月２日 利益剰余金

 

３．株主資本の金額の著しい変動

　当社は、2025年５月９日開催の取締役会決議に基づき、自己株式1,000,000株の取得を行いました。また、

2025年６月25日開催の取締役会の決議に基づき、譲渡制限付株式報酬として自己株式66,000株の処分を行いまし

た。この結果、当中間会計期間において自己株式が664百万円増加し、当中間会計期間末において自己株式が

3,401百万円となっております。

 

当中間会計期間（自　2026年４月１日　至　2026年９月30日）

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2026年６月23日

定時株主総会
普通株式 323 12.5 2026年３月31日 2026年６月24日 利益剰余金

 

２．基準日が当中間会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間会計期間の末日後となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2026年11月６日

取締役会
普通株式 337 13.0 2026年９月30日 2026年12月２日 利益剰余金

 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

　当社は、ISP事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。
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（収益認識関係）

　顧客との契約から生じる収益を分解した情報は、以下のとおりであります。

 

前中間会計期間（自　2025年４月１日　至　2025年９月30日）

（単位：百万円）

 売上高

インターネット接続サービス

ISP

VNE

 

4,872

1,184

インターネット関連サービス

manaba

その他

 

290

377

顧客との契約から生じる収益 6,725

その他の収益 －

外部顧客への売上高 6,725

 

当中間会計期間（自　2026年４月１日　至　2026年９月30日）

（単位：百万円）

 売上高

インターネット接続サービス

ISP

VNE

 

4,881

1,260

インターネット関連サービス

manaba

その他

 

266

370

顧客との契約から生じる収益 6,779

その他の収益 －

外部顧客への売上高 6,779

 

（１株当たり情報）

　１株当たり中間純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
前中間会計期間

（自　2025年４月１日
至　2025年９月30日）

当中間会計期間
（自　2026年４月１日
至　2026年９月30日）

１株当たり中間純利益金額 27.72 14.50

（算定上の基礎）   

中間純利益金額（百万円） 725 376

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る中間純利益金額（百万円） 725 376

普通株式の期中平均株式数（千株） 26,161 25,934

（注）　潜在株式調整後１株当たり中間純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。
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（重要な後発事象）

　該当事項はありません。
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２【その他】

　第37期（2026年４月１日から2027年３月31日まで）中間配当については、2026年11月６日開催の取締役会におい

て、2026年９月30日の最終の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、次のとおり中間配当を行うことを決議いた

しました。

①　配当金の総額　337百万円

②　１株当たりの金額　13.0円

③　支払請求権の効力発生日及び支払開始日　2026年12月２日
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の中間財務諸表に対する期中レビュー報告書  

 

2026年11月12日

株式会社朝日ネット

取締役会　御中

 

 

EY新日本有限責任監査法人

東　京　事　務　所

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 野田　裕一

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 吉田　一則

 

監査人の結論

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社朝日

ネットの2026年４月１日から2027年３月31日までの第37期事業年度の中間会計期間（2026年４月１日から2026年９月30日

まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書、中間キャッシュ・フロー計算書及び注記につ

いて期中レビューを行った。

　当監査法人が実施した期中レビューにおいて、上記の中間財務諸表が、期中財務諸表に係る我が国において一般に公正

妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社朝日ネットの2026年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって

終了する中間会計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項が全ての重要

な点において認められなかった。

 

監査人の結論の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に準拠して期中レビューを行った。期

中レビューの基準における当監査法人の責任は、「中間財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任」に記載されてい

る。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定（社会的影響度の高い事業体の財務諸表監査に適用される規定

を含む。）に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人

は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

中間財務諸表に対する経営者及び監査等委員会の責任

　経営者の責任は、期中財務諸表に係る我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して中間財務

諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない中間財務諸表を作成し適

正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　中間財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき中間財務諸表を作成することが適切であるかど

うかを評価し、期中財務諸表に係る我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関

する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

　監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

 

中間財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した期中レビューに基づいて、期中レビュー報告書において独立の立場から中間財務諸

表に対する結論を表明することにある。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に従って、期中レビューの過程を通じて、

職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・ 主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の期中レビュー手

続を実施する。期中レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度

の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。
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・ 継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認め

られると判断した場合には、入手した証拠に基づき、中間財務諸表において、期中財務諸表に係る我が国において一般に

公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかどうか結

論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、期中レビュー報告書において中間財務諸

表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する中間財務諸表の注記事項が適切でない場合は、中間財

務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人の結論は、期中レビュー報告書日ま

でに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・ 中間財務諸表の表示及び注記事項が、期中財務諸表に係る我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基

準に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた中間財務諸表の表

示、構成及び内容、並びに中間財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさせる事項が認めら

れないかどうかを評価する。

　監査人は、監査等委員会に対して、計画した期中レビューの範囲とその実施時期、期中レビュー上の重要な発見事項に

ついて報告を行う。

　監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監

査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又は阻

害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

 

（注）１．上記の期中レビュー報告書の原本は当社(半期報告書提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは期中レビューの対象には含まれていません。
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